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＜研修に参加して＞

平成１８年４月より、在宅介護支援センターが廃止となり、地域包括支援センター（仮称）が新事業として始まるとの話がでているが、詳細については現時点では決まっていないとのことであった。今後は、介護保険の改正に伴い、在宅介護支援センターの今後も決まってくるため、最新の情報を早い段階で入手し、対応していく必要があると感じている。また、制度に動きのある時でではあるが、利用者の方には今まで通りの対応と、正確な情報の提供を行っていく必要があると感じた。

＜研修内容＞

Ⅰ．行政説明

資料１読み合わせ

Ⅱ．講義「地域包括支援センターの運営にむけて」

１．現在言われている地域包括支援センターとは

～地域包括支援センター（仮称）～

	・基本的な機能

1 地域支援の総合相談

2 介護予防マネジメント

3 包括的・継続的マネジメントの支援


　地域包括支援センター運営協議会（仮称）の設置

→　・地域包括支援センター（仮称）に求められる機能　　　

を十全に発揮する為に設置

1 関係機関との連携、地域の社会資源の開発・普及

②協議会構成事業所によるセンター職員のローテーションを実地。センターの公正運営の確保

　①地域支援の総合相談について

　　＜ポイント＞

　　○ワンストップ相談→多面的（制度横断的）支援の展開

　　　・実態把握　　　　　　　　　

　　　・初期相談対応　　　　　→　行政機関、保健所、医療機関、児童相談所など必要なサービスにつな

　　　・専門相談支援　など　　　　ぐ

· 社会福祉士、保健師、主任ケアマネジャー（仮称）といった専門職を配置。社会福祉士を中心に対応。

　②介護予防マネジメント

　　＜ポイント＞

· 要介護状態となる事の予防と要介護状態の悪化予防の一体的対応

· 新予防給付マネジメント

· 介護予防事業（仮称）のマネジメント

· 保健師、主任ケアマネジャー（仮称）を中心に対応

③包括的・継続的マネジメント

　＜ポイント＞

· 高齢者が住み慣れた地域で暮らせるよう、主治医、ケアマネジャーなど多職種協働・多職種連携による長期継続ケアマネジメントの後方支援

· 施設・在宅連携、多職種連携の実現の為の支援

· ケアマネジャーの日常的個別指導・相談

· ケアマネジャーが抱える支援困難事例等への指導・助言　等

· 地域包括ケアシステム確立への取り組み

· 地域住民・専門機関での地域ネットワークの形成　等

· 主任ケアマネジャー（仮称）を中心に対応

　２．介護予防

　　①介護予防は利用者本人の積極的な取り組みがなければ機能しないため、利用者本人の主体的参加・積極的な関与が不可欠である。したがって、高齢者自信にも「自立」に向けた積極的な取り組みが重要となる。

　　②新予防給付におけるケアマネジメントも従前のケアマネジメントと同様に、「専門家の支援による本人の選択の保障の制度化」であり、本人の同意なくしてプランはないが、その意味は、本人の意思のみで物事を決めるという意味ではない。

　　③介護予防は、利用者による意欲的な取り組みが重要であり、その取り組みがなければ介護予防の効果は上がらない。このため、利用者に意欲を持ってもらうために家族支援や、地域活動にも配慮した積極的な働きかけをすることは専門職の責務でもある。また、保険者である市町村においても、これら専門職の活動の重要性に理解を深め、支援を強化する事が望まれる。

　　④また、今回は、軽度者を対象とする介護予防サービスのあり方について検討を行ったが、本人の可能性を見いだし、予防を進めることによって、利用者の自立を支援していくという考え方は、介護保険制度の理念そのものであり、軽度者のみならず、中重度の要介護者のサービスのあり方にも通じるものである。今後、介護保険制度の検討を進めていく上で、この理念を十分に生かして、検討されることが望まれる。→２０１５年の高齢者介護に向かっての目標である。

　３．宇都宮方式在宅介護支援センター運営については資料３参照










